
　令和 5 年 12 月 22 日に閣議決定された国の経済対策として、特別控除（定額減税）を実施し
ます。

課税課　☎048（473）1126

令和6年度税制改正における定額減税

  対象   合計所得金額が1,805万円以下の所得割の納税義務者
▼扶養者のうち、国外居住者は定額減税の対象となりません。
  所得税の減額   30,000円（扶養者がいる場合：30,000円×扶養人数※）
  市・県民税の減額   10,000円（扶養者がいる場合：10,000円×扶養人数※）
※控除対象配偶者及び税法上の扶養親族の人数
  定額減税の適用   市・県民税の定額減税の控除は所得割額から控除されます（下図参照）。また、定額減税は寄

附金税額控除（ふるさと納税）や住宅ローン控除などの税額控除をすべて反映した後の所得割額から行います。
▼所得割額が定額減税額より少なく、減税しきれない場合は、給付金（調整給付）として支給します。対象とな

る場合は通知を送付します。

  定額減税の実施方法   次のいずれかで実施
▼所得税の減税については、事業所や年金事務所が実施します。
・給与所得にかかる特別徴収：令和6年6月分から市・県民税の特別徴収はせず、7月分から翌年5月分までの11

か月で定額減税後の額を特別徴収
・普通徴収（事業所得等）：市・県民税第1期分から定額減税分を控除（第1期分から控除しきれない場合には、第

2期分以降の市・県民税から控除）
・公的年金にかかる特別徴収：令和6年10月分から定額減税分を控除（10月分から控除しきれない場合には、

令和6年12月分以降の特別徴収分から控除）
  注意事項   寄附金税額控除（ふるさと納税）の特例控除額の控除上限額の

算定は、定額減税前の所得割額で行います。詳しくは、国ホームページ
または市ホームページをご確認ください。 ▲市ホームページ▲国ホームページ

　介護保険料は、法令に基づき 3 年ごとに見直しが行われており、令和 6 年度はその見直しが
行われる年です。高齢化率の上昇によるサービス需要の増加やこれまでの実績に基づいて算定
した介護サービス料・給付費などの上昇を見込み、介護保険料基準額を改定します。

新しい基準額（第5段階）は月額5,690円、年額68,300円となります。以前の基準額（月額）から723円（14.6％）
の増加となりますが、県内他市と比べ、低い水準の基準額を維持しています。また、今回の介護保険料の設定
にあたっては、公費の繰入による軽減に加え、上位所得者の多段階化を行うことによって発生する原資を活用
し、非課税世帯の保険料の上昇を抑制しています。

新基準額は月額 5,690 円（令和 6 ～ 8 年度）

介護保険料が変わります
長寿応援課　☎048（473）1348
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